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Ⅰ.業績概要



1．2022年度中間決算総括
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２０２２年度中間決算のポイント

預貸金

収 益

主要計数計画・実績

（前年同期比）

・親会社株主に帰属する中間純利益（連結） １５９億円 (＋２１億円）

・中間純利益（単体） １５０億円 (＋２２億円）

期末残高 （前年同期比）

・預金＋NCD ８兆８，３８６億円 (＋１，８１３億円）

・貸出金 ６兆２，２２３億円 (＋１，９１２億円）

うち中小企業等貸出金 ４兆 ９７７億円 (＋ ８８０億円）

2022年3月末実績 2022年9月末実績 2023年3月末計画
中計最終年度

2023年3月末目標

親会社株主帰属利益
（連結当期純利益）

206億円 159億円 240億円 200億円

ROE（株主資本ベース） 4.38％ 6.60％ 5.0％ 4％以上

OHR 59.17％ 57.91％ 62.0％ 60％台

自己資本比率 11.59％ 11.96％ 12.9％程度（※） （計画期間中）10％以上

※規制改正の早期適用後

（規制改正完全実施後 12.3％程度）過去最高を更新



２．2022年度中間決算概要
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減益要因

増益要因

・国債等債券損益の減少

（△38億円）

・コア業務純益の増加

（＋31億円）

・株式等関係損益の増加

（＋13億円）

・信用コストの減少

（△22億円）

【単体】 （単位：億円）

21年度
中間

22年度
中間 前年同期比

業務粗利益 478 467 △ 11
資金利益 411 421 10
役務取引等利益 56 59 3
その他業務利益 10 △ 13 △ 23

うち国債等債券損益 6 △ 32 △ 38
経費 273 270 △ 3
実質業務純益 205 196 △ 9

コア業務純益 198 229 31
除く投資信託解約損益 193 221 28

一般貸倒引当金繰入額 （A) 28 △ 9 △ 37
業務純益 176 205 29
臨時損益 1 1 0

不良債権処理額 （B） △ 0 15 15
その他 0 17 17

うち株式等関係損益 2 15 13
経常利益 177 207 30

特別損益 △ 3 △ 1 2

中間純利益 128 150 22

信用コスト （A) ＋（B) 28 6 △ 22

【連結】

連結粗利益 504 494 △ 10
連結経常利益 192 222 30
親会社株主に帰属する中間純利益 137 159 21



21/上 22/上

0.779
0.765

0.730 0.729 0.724 0.722

0.7090.720

0.628

0.692

0.715

0.680
0.669

0.711

0.943 0.950
0.932

0.888

0.963

0.897

0.930

19/上 19/下 20/上 20/下 21/上 21/下 22/上

（％）

411

国内貸出

残高
要因

国内貸出金利の推移（単体）資金利益の増減要因（単体）

＋1

利回
要因

国内
有証

外貨
運用

調達差
その他
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３．貸出資金利益・利回

＋5
＋3 △4

新規実行金利
（中小企業）

新規実行金利
（全体）

国内貸出
平均利回

＜国内貸出利息増減額の推移＞

（単位：億円）

20/上 21/上 22/上

増減額 4 3 △ 1

残高要因 18 5 3

利回要因 △ 14 △ 2 △ 4

＋5
（億円）
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20 24 22 22 23 24

114 114 108 98 96 93

158 159
156

154 153 152

70.74 71.33
68.93

66.06

57.07 57.91

17上 18上 19上 20上 21上 22上

（億円）293 297
287

270

（％）

物件費

63.52

62.24

61.60 

64.17

58.88

53.29

54.04

52

54

56

58

60

62

64

19年度 20年度 21年度 22年度

（△8.24％）

（△16.95％）

４．経費とOHR

6

経費とＯＨＲの推移(単体) 日本銀行の特別当座預金制度に基づくＯＨＲ

275

（注）日本銀行「地域金融強化のための特別当座預金制度」に基づくOHR（連結）

連結経費（減価償却費等を除く）

連結業務粗利益（国債等債券売却損益等を除く）

基準値（＝19年度実績）

（△1％）

（ ）は19年度対比改善率

＝ ×100（％）

（△3％）

（％）

人件費

税金

実績・
予想値

OHR

273

（予算）

（※）ヘッジ取引を調整した場合

（※）

（△4％）

（△15.78％）

各年度の
クリア基準



62 79 79 65 58 100

626 606 569 686 806 802 
3 64

12
82

62 62

1.30% 1.35%
1.12%

1.36% 1.49% 1.53%

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 22/9

（億円）

965

7

金融再生法開示債権（単体）

662750

928
834

692

５．信用コスト・開示債権の状況

開示債権比率

要管理債権

危険債権

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

（単位：億円)

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年上期
22年度
（予算）

個別貸倒引当金純繰入額 0 20 14 63 29 15 20 

新規不良債権の発生に伴う処理額 10 30 28 74 41 18 

回収等による取崩し △ 8 △ 8 △ 13 △ 9 △ 23 △ 4 

ランクアップによる取崩し △ 3 △ 2 △ 0 △ 2 △ 0 △ 0 

不動産担保価値下落に伴う処理額等 1 0 △ 0 0 12 2 

貸出金償却 1 － 0 － 0 0 0 

貸出債権売却損 0 1 0 1 1 － 0 

その他 0 2 4 2 △ 0 0 1 

不良債権処理額             ①     1 24 19 66 29 15 22 

一般貸倒引当金純繰入額    ②   　 △ 5 △ 1 △ 2 21 80 △ 9 7 

信用コスト ①＋②　 △ 3 23 17 87 109 6 30 

信用コストの内訳（単体）

＜残高及び比率の推移＞

（※）新型コロナウイルス感染症などの先行きの
不確実性の高まりに備えた引当を実施

（※）
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純利益

外債処理に伴う下振れをその

他の収益でカバーすることに

より、当初の予想どおり、単

体の純利益は222億円、連結

の純利益は240億円と、前年

度比で増益を見込む。

6 ．2022年度決算見通し

【単体】

21年度
22年度
（予算） 前年度比 当初予想比

業務粗利益 904 865 △ 39 △ 12
資金利益 789 757 △ 32 13
役務取引等利益 108 112 4 2
その他業務利益 6 △ 4 △ 10 △ 27

うち国債等債券損益 △ 0 △ 29 △ 29 △ 41
経費 535 537 2 0
実質業務純益 369 328 △ 41 △ 12

コア業務純益 370 357 △ 13 29
除く投資信託解約損益 362 349 △ 13 21

一般貸倒引当金繰入額 （A) 80 7 △ 73 0
業務純益 289 321 32 △ 12
臨時損益 △ 28 △ 9 19 12

不良債権処理額 （B） 29 23 △ 6 0
その他 1 14 13 12

うち株式等関係損益 8 13 5 7
経常利益 260 312 52 0

特別損益 △ 7 △ 5 2 0

当期純利益 187 222 35 0

信用コスト （A)＋（B) 109 30 △ 79 0

【連結】

親会社株主に帰属する当期純利益 206 240 34 0



22 
27 

49 

19 20 21 22年度

７．株主還元・自己資本

9

11.02%
11.24%

11.59%

20/3 21/3 22/3 23/3

4,250
（億円）

4,171

自己資本比率の推移

株主還元の推移 連結ＲＯＥの推移

（％）

(予定)

（億円）

自己資本

自己資本比率

配当総額

総還元性向

4,400

45

100

45

自己株式
取得額

総還元性向 ＝
配当総額＋自己株式取得額

親会社株主に帰属する当期純利益
× 100（％）

19年度 20年度 21年度
22年度
(予定)

60 60 100 120

（円）

75 90

25

50

〈一株当たり配当金の推移〉

4.58 

3.68 

4.38 

5.0 

2.42

1.68 1.83

2.3

19 20 21 22年度

(予算)

株主資本
ベース

純資産
ベース

■

12.3％程度

12.9％程度

（規制改正早期適用）

（規制改正完全実施後）

(予算)

（％）

当初予想対比
＋20円増配

120

30
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Ⅱ.持株会社体制への移行
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１．持株会社体制への移行の背景・ねらい

環境変化に機動的かつ柔軟に対応できる持続可能なビジネスモデルの確立をめざす

経営環境

地域社会の低成長低金利環境の長期化 新たな社会的課題

人口減少、地方経済縮小
少子高齢化

デジタル化の進展（DX）
脱炭素・サステナビリティ

貸出資金利益の減少

銀行に対する規制緩和

銀行グループとして地域社会へ
貢献できる選択肢の増加

地域社会の活性化に貢献し、地域とともにこれからも持続的に成長を遂げるため、

新しいビジネスモデル へ

持株会社体制への移行のねらい

役職員の意識・考動改革、グループ会社の自立的成長 グループガバナンスの高度化

銀行中心の考え方の変革、グループ内人材交流の活発化 監督（統括）と執行（業務推進）の分離による業務スピードの向上

すべてのステークホルダー（お客さま、地域社会、株主、従業員）に対する企業価値の向上をはかる

ソリューション機能の拡充と新事業領域の拡大

既存事業の深掘りと新たな事業分野への積極的なチャレンジ

グループシナジーの最大化

「持株会社体制への移行（2023年10月初旬をめど）の検討」を開始



1.05 1.06 
1.06 

1.13 1.10 

966 
1,652 

1,223 

1,982 1,902 

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 …

中長期的に
持続的な拡大へ

12

２．持株会社体制のイメージ

グループ経営体制を強化し、顧客基盤および新たな収益機会の拡大をはかる

グループ経営体制

※図はイメージであり、詳細は今後検討を進めてまいります。

現行

…

京都銀行

持株会社体制移行後

…子会社

持株会社

新会社

新しい事業領域の拡大

持株会社がグループ全体を統括

京都銀行

【銀行】

京銀
ﾘｰｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ

【ﾘｰｽ・投資】

京都
ｸﾚｼﾞｯﾄｻｰﾋﾞｽ

【カード】

新会社

新会社

京銀
ｶｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽ

【カード】

京銀証券

【証券】

京都総合
経済研究所

【経営相談】

烏丸商事

【福利厚生】

京都信用
保証ｻｰﾋﾞｽ

【保証】

連単倍率

グループ会社の収益状況（連単差 ）■既存事業領域・・・より自立した成長による事業の深掘り
新規事業領域・・・新たな付加価値の提供、収益機会の拡大

持株会社移行後のグループ体制

（当行単独の株式移転による移行）

目指す
方向性

子会社

京都銀行

子会社 子会社
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Ⅲ.経営戦略
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長期持続的な向上のため、
さまざまな取り組みを進める

経営理念の
より一層高い

レベルでの実践

※企業価値＝経済的価値（時価総額、ＲＯＥなど）
＋社会的価値（ＳＤＧｓ、ＥＳＧなど）

京都銀行グループの経営資源をいかして、

長期持続的に企業価値を向上する

長期持続的にステークホルダーの
期待に応える

持続可能な社会の実現に貢献する

当行のサステナビリティ経営

※ステークホルダー＝お客さま、従業員、
地域社会・環境、株主・投資家

経済的価値
（時価総額、ＲＯＥなど）

社会的価値
（ＳＤＧｓ、ＥＳＧなど）

＋

京都銀行グループの企業価値

１．当行のサステナビリティ経営

長期持続的な企業価値向上に向けて

社会的
価値

経済的
価値

サステナビリティ

経営ＳＤＧｓ
ＥＳＧ

時価総額
ＲＯＥ

コンサルティング チャネル 人 財資本政策
持続可能社会

構築
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株主還元成長投資

健全性確保、継続的な成長投資、株主還元強化をバランスよく実現

健 全 性

２．資本政策

資本政策の基本的な考え方

サステナブル投融資：目標１兆円自己資本比率は、中計目標を
達成見込み

当面のストレス耐性に必要な
水準を確保

創業・成長ファンド：目標100億円

事業承継ファンド ：目標100億円

総還元性向：50％目安

今後のポイント

■ リスクアセットの戦略的積み上げ

ROE向上 ■ 総還元性向50％目安を維持■ 自己資本比率は適正水準を維持

コンサルティング チャネル 人 財資本政策 持続可能社会
構築

■ 新規事業領域への投資加速 ■ OHRは低位（60％程度）を維持

4.58 

3.68 
4.38 

5.0 

2.42
1.68 1.83

2.3

19年度 20年度 21年度 22年度
（予算）

株主資本ベース （％）純資産ベース

連結ROEの推移

1,740
1,591 

1,430

1,000

1,500

2,000

17年3月 22年3月 計画

政策投資株式（上場）簿価（億円）

▲150億円
（▲8.5％）

▲160億円
（▲10％）

５年
３年程度

縮減方針



3,155 

8,696 
11,220 

20年度 21年度 22年度上

（件）

18

16 

30 

20年度 21年度 22年度

(計画)

（先）

３．法人総合コンサルティング

16

多様化・高度化する顧客ニーズへの最適なソリューション提供

28

31

41

48

20年度 21年度 22年度
（計画）

法人ぐるみ収益

（億円）

事業メイン先数新規融資先数

中計目標

10,000先
（20/4～23/3）

22年9月末
（2年半経過）

8,468先

84.6％
20年度 21年度 22年度

(計画)

（先）
中計目標 (22年度)

20,000先 前倒し達成

18,585
20,960

ビジネスマッチング商談設定件数
（中計期間中〈20/4~22/9〉累計）

1,019 

1,725 

955 

20年度 21年度 22年度
(計画)

（件）

ビジネスマッチング成約件数

533 

1,288 

1,684 

20年度 21年度 22年度上

買収ニーズ 譲渡ニーズ（件）

Ｍ＆Ａ成約支援先数

コロナサポート先数
（中計期間中〈20/6~22/9〉累計）

着実な成果顧客課題への対応

上
期
実
績

20,463

上
期
実
績

上
期
実
績

上
期
実
績

2,762 

5,402 
6,502 

20年度 21年度 22年度上

（先）

中計目標 (22年度)

10,000先 前倒し達成

コンサルティング チャネル 人 財資本政策 持続可能社会
構築

Ｍ＆Ａニーズ受付件数
（中計期間中〈20/4~22/9〉累計）



４．個人総合コンサルティング

顧客本位を重視したソリューション提供

5,082 5,488 5,829 5,709 

1,067 
1,157 

1,287 1,466 
6,151 

6,646 
7,119 7,177 

20/3 21/3 22/3 22/9

預かり資産残高

京銀証券 当行（億円）

21/3 22/3 22/9

（先）

1,890 2,209 2,178 

45,511 
52,223 54,707 

0

20,000

40,000

0

1,000

2,000

20年度 21年度 22年度上

（百万円） （先）

投信自動積立 ・外貨普通預金自動積立サービス
月間振替額・契約先数

22年9月末
（2年半経過）

9,221先中計目標

10,000先
（20/4～23/3）

92.2％

投資信託取引先数

219 

332 

424 

100

21/3 22/3 22/9

（件）

17

25 

37 
40 

49 

19年度 20年度 21年度 22年度
(計画)

（億円）

上
期
実
績

体 制

■「重要情報シート」の活用により
わかりやすい情報を提供

預かり資産収益・信託関連収益

遺言信託 保管中遺言件数
（累計）

格付投資情報センター

「顧客本位の投信販売会社評価」
において「Ｓ」の評価 を取得

■

「お客さまコンサルティングシート」
作成件数

ニーズの的確な把握

76,807

87,150

（銀行単体＋京銀証券収益）

ソリューション

コンサルティング チャネル 人 財資本政策 持続可能社会
構築

商品ラインナップ・
コンセプトや留意
すべき点等を記載

金融事業者編

金融商品ごとの
リスクや運用実績、
費用等を記載

個別商品編
84,067

投資一任運用サービス

「京銀ファンドラップ」の取扱開始（22.10~）

投資一任契約

京都銀行

ウエルス・
スクエア

投資一任業者

契約締結の媒介

京銀証券

契約締結の代理

証券総合口座

コンサルティング

サービスの提供

コンサルティング

サービスの提供

口座開設

お

客

さ

ま
運用指図

契約取次

業
務
提
携
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「対面」と「デジタル」のベストミックスの深化

５．デジタル戦略 ①

28.5%

88.1%

12.9%

58.1%

20年度
上

20年度
下

21年度
上

21年度
下

22年度
上

証書貸付

融資当貸

ＤＸ人財

銀行業務・事務手続のデジタル化

【非対面】
振込比率

【タブレット】
受付比率

【Ｗｅｂ】
電子契約サービス割合

銀行サービスのデジタル化

22,821 

868 

21/3 22/3 23/3

(計画)

（件）

374 205 

320 

400 

21/3 22/3 23/3

(計画)

上
期
実
績

（千件）
中計目標

30０千件を達成

京銀アプリ
【個人】

京銀ビジネスポータルサイト

【法人】

17年度 19年度 21年度 22年度上

65.4％

23.7％

17,430

30,000

96.9％が
非対面
（22.9）

ATM
17.3%

支店
3.1%

Ｗｅｂ 79.6％

【Ｗｅｂ】
投信販売件数割合

お客さまのデジタル化支援

■ 業務提携や京銀ビジネスマッチングサービスを活用したDX支援

普通預金口座開設（個人）
95.3％

投資信託受付
92.5％

生命保険受付
95.6％

（22.9）

お客さまのニーズに合わせたデジタルソリューションの提供
デジタル分野での課題解決型営業

■ 「京銀Big Advance」を活用した本業支援

資金管理・請求書管理・社内業務効率化サービスの提供(22.9～)

中小企業向けＤＸ支援

株式会社マネーフォワード
と提携

上
期
実
績

コンサルティング チャネル 人 財資本政策 持続可能社会
構築

３階層に区分し「DX人財」の育成に取り組む

DXスペシャリスト

DXアドバイザー

デジタルサポーター

デジタル技術やデータ活用に精通し、
当行全体のDX推進を牽引できる人財 等

当行が提供するデジタルサービス・
ツールを活用して事業先のDX支援が
できる人財

当行のデジタルサービス全般の操作方法
や活用方法等をお客さまに対して説明・
サポートできる人財

〔本部行員〕

〔法人総合営業担当者等〕

〔全行員〕

京銀Mikatano 資金管理

京銀Mikatano インボイス管理

MoneyForwardクラウド請求書

京銀Mikatano ワークス

資金管理 効率化

請求書管理 効率化

電子請求書 発行

社内業務 効率化



６．デジタル戦略 ②

新規ビジネス ～ 新規事業の展開 → 非金融分野へ参入 ～

運営：烏丸商事（京都銀行グループ会社）

コンサルティング チャネル 人 財資本政策 持続可能社会
構築

京都銀行の

個人のお客さま

■ 地域金融機関が連携し、より多くの個人顧客にリーチ

地域金融機関が連携し全国規模の商圏を確立本業支援 × 地方創生

地域金融機関の連携によるECモール事業を開始

秋田銀行の

個人のお客さま

■ 全国各地の逸品を出品することでECモールの魅力を高め、

各地域の個人顧客を相互に送客

■ リアルで築いた地域やお客さまとの

ネットワークを発揮

■ 地域金融機関だから発掘できる

「知る人ぞ知る商材」の発掘

京都銀行グループのECモール

「COTOYOLI MALL（ことよりモール）」

西日本シティ銀行の

個人のお客さま

ECポータルサイト 「&WA（アンドワ）」
各金融機関のECへ遷移するサイト

京都銀行グループの
ECモール

秋田銀行グループの
ECモール

西日本シティ銀行
グループの
ECモール

銀行
アプリ

HP
SNS

/ 広告

【 将来展望 】

ECポータルサイト「&WA（アンドワ）」

京都銀行グループのECモール
「COTOYOLI MALL（ことよりモール）」

＜京都銀行 取引先企業＞

出店企業① 出店企業② 出店企業③

銀行
アプリ

HP
SNS

/ 広告
銀行

アプリ
HP

SNS
/ 広告

【 当 初 】

19

全国の金融機関

が連携

巨大商圏へ
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地域の特性に応じた営業体制 ⇒ 店舗運営の効率化とコンサルティング機能の充実

７．店舗戦略

地域マネジメント

専門拠点

営業人員の
戦略的配置

マーケットに
応じた拠点展開

１３グループ、３７店舗

地域グループ営業体制

新規融資先数 ＋融資以外の成約件数

５４４先１９６件

21年9月（累計）

【開設後１年】 １９９ 回
22年9月（累計）

【開設後1年4か月】

法人特化拠点

「法人オフィス」
相続・資産承継特化拠点

「相続・資産承継ご相談プラザ」

デジタル拠点

「京銀デジタルコネクト」

５５５件

22年9月（累計）

【開設後2年】

■平野法人オフィス(大阪市平野区)

＜20年9月開設＞

■明石法人オフィス(兵庫県明石市)

＜20年9月開設＞

■東大阪中央法人オフィス（大阪府東大阪市）

＜22年7月開設＞

相談先数

■相続・資産承継ご相談プラザ京都中央
＜22年4月開設＞ （京都市下京区）

８２４先

開設後（直近半年）

【22年4月～22年9月】

イベント開催回数

■相続・資産承継ご相談プラザ京都北
＜21年7月開設＞ （京都府福知山市）

デジタルセミナー・商談会等を開催

営業エリア全体での

地域マネジメント

体制の強化

店舗の有効活用

■山科支店（京都市山科区）

＜22年5月新築開店＞

地域ニーズの充足と店舗運営コスト削減の両立

西院支店

■西院支店（京都市右京区）

＜22年10月新築開店＞

＜21年5月開設＞

■ 京銀デジタルコネクト左京
（京都市左京区）

地域のデジタル化推進＋中小企業へのＤＸ支援

コンサルティング チャネル 人 財資本政策 持続可能社会
構築

開設前
【20年10月～21年3月】
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8．人財戦略

行員の地域に対するおもいの実現に向けた取り組み

■柔軟な新しい働き方

多様化・高度化する顧客ニーズに対応

■ 女性活躍支援

176 

613 
49 

270 

0

500

07/3 22/9

（人）

役席のうち女性の割合

20.8％

女性役席

女性主任

2030年
役席比率３０％ へ

■アクティブ・シニア制度

■中途採用

支店長

中途採用

12.7%

コンサルティング チャネル 人 財資本政策 持続可能社会
構築

人事制度の改定

多様な人財の活躍

地域・お客さまの満足度向上全従業員の満足度向上

プロフェッショナル（専門職）人財制度

専門資格取得者数

４４３ 人CFP １,２５６ 人AFP

FP１級 ２,５０７ 人FP2級

■３６０度 フィードバック制度の導入

■メリハリのある公平な処遇の実現

セレクト勤務・フレックスタイム制の導入

各人の行動に関する多面的な見方をフィードバックし、

各人の成長と組織活性化を促進

■プロフェッショナル ■シニア・プロフェッショナル

４ 人（22年9月末）

・事業承継業務

・M&A業務

・市場運用業務

・システム分野

４ 人（22年9月末）

・IT・デジタル分野

・信託業務

・事務管理分野

・システム分野

各分野においてより一層の専門性を追求し、銀行業から総合金融
ソリューション業へとさらなる成長・発展を遂げていくうえで、
その担い手となる行員を選抜・登用する制度

１６４ 人

高度専門人財の育成・確保

証券アナリスト ３０ 人

６５歳の雇用期限を迎えた定年再雇用者の
うち、専門的な知識・経験・健康を兼ね備え
た高年齢者を最長７５歳まで雇用する制度
（2014.4 創設、2020.3 改定）

7 

88 

134 

15/3 20/3 22/9

（人）
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現状把握

顧客向けSDGｓコンサルティング

SDGｓ宣言サポート
取組実績 (累計)

理 解 経営戦略への組み込み

一貫したソリューションを提供

サステナビリティ経営の実現に向けた取り組み

21/11 22/3 22/9 23/3

(計画)

232 先

＋500 先

経営者向け勉強会 ＳＤＧｓ宣言サポート サステナビリティ経営サポート

■ グリーンローン ■ ソーシャルローン

■ サステナビリティローン ■ トランジションローン

■ サステナビリティ・リンク・ローン ■ ポジティブ・インパクト・ファイナンス

■ 京銀ＳＤＧｓ私募債「未来にエール」～次世代を担うこどもたちへ～

■ 京銀ＳＤＧｓ私募債「医療にエール」

■ 震災時元本免除特約付き融資 ■ 豪雨災害時元本免除特約付き融資

■ 営業継続費用保険付きローン ■ 生命保険付きローン（あんしん経営）

◆ 省エネ（測定）

◆ 省エネ（太陽光・設備）

◆ 福利厚生

◆ 人材確保 等

サステナブルファイナンス
（投融資）取組実績・目標

655 
1,385 

10,000 

20年度 21年度 30年度
(計画)

（億円）

＜累計＞

（21.11～） （22.7～）

外部機関との連携

532 先

９．持続可能な社会に向けた取り組み① (ＳＤＧｓ／ＥＳＧ)

融
資
・
私
募
債

・SDGsへの取組状況の確認と課題の整理

・SDGsの取組状況のフィードバック

・「SDGs宣言書」の策定支援

サステナビリティ経営の軸となるマテリ

アリティを特定し、「サステナビリティ

経営方針」策定までを支援

ＳＤＧｓ実行サポート
（22.10～）

専門性をもったプロ人材を活用して、

SDGsの取り組みに関する課題解決を支援

コンサルティング チャネル 人 財資本政策 持続可能社会
構築
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地域社会全体の脱炭素化

京 都 銀 行

京都府「サプライチェーン脱炭素化支援事業」への参加

・ＳＢＴ（Science Based Targets）
・中小企業版ＳＢＴ

・RE Action（再エネ100宣言）
・その他、グローバルな潮流に沿う

脱炭素に関する認証

支援対象企業 株式会社 川島織物セルコン

連携事業者 京都銀行

１０．持続可能な社会に向けた取り組み② (ＳＤＧｓ／ＥＳＧ)
コンサルティング チャネル 人 財資本政策 持続可能社会

構築

京都府

一般社団法人

京都知恵産業創造の森

コンサル

支援対象企業

5社程度

④省エネ補助金

⑥他のサプライチェーン
への横展開

①省エネ診断

②ＧＨＧ排出量把握・
削減計画策定・体制構築支援

③認証取得支援 ※

※当該中小企業のサプライチェーンに
含まれる上場企業（連携事業者）とともに応募

府内企業

⑤他のサプライヤーへの横展開

※対象の認証制度

事業の目的

脱炭素化に意欲的な企業に対して、SBT等の

国際認証等に整合した排出量削減目標や再生

可能エネルギーの導入計画の策定等を支援

■京都府と連携し、取引先の脱炭素化、地域の脱炭素化へ貢献

■取引先の支援サービスを順次拡大

ファンドスキームを活用したMBO支援（20年）

株式会社 川島織物セルコンが発行する転換社債型

新株予約権付社債（CB）を、特別目的会社「京都

企業成長支援ファンド（SPC)」にて引き受け、

お客さまによるMBOを支援

LIXIL

株式会社 川島織物セルコン

増資

自己株買取株式
100％

転換社債

資金
拠出

貸付

京銀リース・
キャピタル（GP）

資金
拠出

資金
拠出

資金拠出

資金拠出

資金
拠出

株式対価

京都銀行
対象会社
経営陣

京都企業成長
支援ファンド

（SPC)

運営ファンド
（LPS／組合）

京都銀行
(LP)

PEファンド
（GP）

投資家
（複数の機関投資家）

（LP）

京銀未来ファンド2号
（LPS／組合）



■「京銀未来ファンド３号 for SDGs」設立（22年）

■K.S.O１号ファンド設立（00年）

創業・成長支援

フ
ェ
ー
ズ

①

フ
ェ
ー
ズ

②

フ
ェ
ー
ズ

③

２０２１年～ 地域トップＶＣを目指して更なる機能強化

２０１６年～２０２０年 当行グループ独自ファンド設立

２０００年～ ベンチャーファンド設立

■大学・学術系ファンドに出資（07年～）

■「京銀未来ファンド１号」設立（16年）

■「京銀未来ファンド２号」設立（19年）

（22.9末 時点）

■「グローバル・ブレイン８号ファンド」へ出資
（21年）

事業承継

■「京銀ネクストファンド」設立（21.3）

事業承継ファンド設立

日本酒文化の発展・継続に貢献する

「夢酒蔵株式会社」へ出資（22.6）

投資社数 ４１ 社

投資総額 総額 約 １９ 億円

総額 １００億円 へ

１０年間で総額 ５０億円を目途に継続的に投資

１０年間で総額 １００億円 を目途に継続的に投資

◇ 出資総額５０億円突破

吉田酒造

夢 酒 蔵
100％出資

出資

出資
京都銀行

京銀
ネクスト
ファンド

出資

大手酒造メーカー
役職員・ＯＢ

出資

融資

運営・出資

経営陣
出資

役員派遣
伴走支援

京銀リース・キャピタル

１１．持続可能な社会に向けた取り組み③ (ＳＤＧｓ／ＥＳＧ)
コンサルティング チャネル 人 財資本政策 持続可能社会

構築
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（ファンド総額 ２０億円）

投資社数 ３ 社

投資総額 総額 約１億４千万円

（22.9末 時点）

投資社数 ３ 社

投資総額 総額 約 ７億円

マネジメント・エンプロイー・バイアウトによる

「株式会社 渡邉商事 」の事業承継を支援（22.9）

第２号案件

第３号案件

株式会社 渡邉商事 （対象会社）
〔現：リフター株式会社〕

京銀
ネクストファンド役職員

既存株主

保有株式100％ 株式100％

株式移転

無議決権出資

京都銀行
他行庫

貸付
法人設立発起人
議決権100％保有

LifterHD 株式会社（出資先）

※

※2022.11 リフター株式会社へ社名変更

吉田酒造



１２．市場運用

リスクコントロールを意識したポートフォリオの構築

国内債券は投資年限を短期化させつつ、国債と地方債を中心に残高を積増し、オプション取引も活用

外債は将来の逆鞘リスクを軽減すべく、利回りの低い米ドル建債券およびユーロ建債券を売却

投資信託はREITおよび株式投資信託等の売買により収益を確保しつつ、残高は抑制

有価証券残高 有価証券評価損益

利回りの推移 平均年限の推移

17,801 16,790 16,636 
18,144 

1,762 
1,734 1,721 

1,707 
1,748 

1,775 1,294 
814 

1,551 
1,797 1,959 

1,640 

22,863 
22,096 21,610 

22,307 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

20/3 21/3 22/3 22/9

投信・その他 外債 株式 国内債券（億円）

※評価損益除く

5.0
5.4

5.9 5.8

2.5

3.5 5.4

4.3

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

20/3 21/3 22/3 22/9

円債 外債
（年）

（億円）

25

内訳

国内債券 △ 233

株式 7,931

外債 △ 56

その他 △ 75

合計 7,566

評価損益

7.98 

9.73 
11.64 

12.58

6

8

10

12

14

0.41 0.37 0.33 0.26

1.30
1.38 1.55 1.41

0

1

2

19年度 20年度 21年度 22年度

（計画）

（％）



１３．システムをベースとした各金融機関との連携
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地銀共同センターは、新たなステージへ

連携領域を拡張し、さらなる合理化から新たな価値創造に向けて

システム領域
の拡張

非システム領域
への取組拡大

ＭＥＪＡＲ参加行（５行）地銀共同センター参加行（１３行）

「地銀共同センター・MEJAR
システム・ワーキンググループ（ＣＭＳ－ＷＧ）」の立ち上げ

共
同
研
究

・勘定系システムの効率的運用

・営業店窓口機器などの効率的な開発／調達

・IT／デジタル人材の育成策 等

京都、千葉興業、岩手、池田泉州、
愛知、福井、青森、秋田、四国、鳥取、
西日本シティ、大分、山陰合同

システム領域共同化
構想

97年～

勘定系
システム

04年1月～

融資統合
管理システム

06年2月～

帳票事務
システム

21年8月～

非対面業務
システム

21年10月～

窓口
システム

22年度～

地方創生

事務共同化

事業承継・
ビジネスマッチング

さらなる

共同化範囲の拡大

参加行間の
提携強化

・

事例共有

人材育成

横浜、北陸、北海道、

七十七、東日本

ＭＥＪＡＲ参加行５行とシステム領域で連携（21年11月） 勘定系システム「クラウド化」の検討開始（22年11月）

共同利用型
勘定系システム

地銀共同センターでの共同利用型勘定系システムの導入

経営資源の競争分野への投入

地域特性を生かした

地方創生の取り組み

参加行内で連携し

紹介範囲を拡充

システム以外の情報も

積極的に共有

規程等マニュアルの共同化

デジタル人材育成のためのセミナーや

デジタルナレッジサイトの活用

2028~30年

他金融機関への拡大2030年以降

効率的運用拡大

（現在）

共通課題解決の迅速化とさらなる運用効率化を目指す

・オンラインデータ連携基盤等のアプリケーション相互利用
（22年5月～）

成

果

第１弾

（将来構想）

【目的】【目的】

クラウド基盤
「統合バンキングクラウド」

地銀共同センター参加行
１３行

地銀共同
センター

MEJAR
STELLA
CUBE

BeSTA
cloud

他業態
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Ⅳ.資料編



資料編１．プロフィール

28

当行

29.9%

メガバンク等

18.6%

信用金庫

40.4%

地銀(当行除く）

11.1%

当行

30.1%メガバンク等

31.9%

信用金庫

33.1%
地銀(当行除く）

4.9%

貸出金

預金＋譲渡性預金

京都銀行の概要 京都府内シェア（２０２２／９）
（銀行、信用金庫、信用組合に占めるシェア）

（２０２２年９月末現在）

項目 計数等

創立 １９４１年１０月

総資産 １０兆６，２３６億円

預金＋NCD ８兆８，３８６億円

貸出金 ６兆２，２２３億円

資本金 ４２１億円

有価証券評価損益 ７，５６６億円

自己資本比率（単体・国内基準） １１．９６％

格付
Ｒ＆Ｉ ：
Ｓ＆Ｐ ：

Ａ
Ａ－

従業員数 ３，４８２人

拠点数
１９７か所

（本支店１７４、専門拠点２３）

海外拠点（駐在員事務所） 香港、上海、大連、バンコク

未
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・京都銀行に改称
・本店を京都市に移転

・丹和銀行創立
本店：福知山

京都市内では中小企業の
資金難が課題

第
二
部
に
上
場

京
都

大
阪

滋
賀

奈
良

兵
庫

愛
知

東
京

計

2000.3 105 9 0 0 0 0 1 115

2020.3 111 31 14 7 8 2 1 174

地元本店銀行
として地位確立

広域型地方銀行

として成長加速

昭和 平成

従業員数

2000.3 2,862

2020.3 3,440

店
舗
網
拡
充

人
的
資
本

の
拡
充

成長のための
先行投資

戦後復興 高度成長・安定成長

ベンチャー企業の台頭とその後の急成長

グローバル化 人口減少・低成長

金融再編
デジタル社会

バブル
崩壊

リーマン
ショック

＋51％

＋20％

１
９
４
１
年
丹
和
銀
行
創
立

１
９
５
０
年
京
都
府
本
金
庫
事
務
受
託

１
９
５
１
年
京
都
銀
行
に
改
称

１
９
５
３
年
本
店
を
京
都
市
に
移
転

１
９
８
４
年
東
京
・
大
阪
両
証
券
取
引
所

１
９
７
３
年
京
都
証
券
取
引
所
に
上
場

１
９
８
６
年
同
第
一
部
に
指
定
替
え

１
９
９
９
年
当
行
初
の
赤
字
決
算

２
０
１
８
年
信
託
業
務
へ
銀
行
本
体
参
入

２
０
１
７
年
京
銀
証
券
開
業

２
０
０
０
年
滋
賀
県
初
進
出
・
草
津
支
店

資料編２．沿革（概略：創立～平成期）



30

サステナビリティ経営推進体制

ガバナンス体制の強化

監査役 ４名 うち

取締役会 監査役会

取締役会／常務会

サステナビリティ経営推進委員会

報告

本部各部・営業店・グループ会社

京都銀行グループとしての
サステナビリティ（ＳＤＧｓ）

行員一人ひとりの
サステナビリティ（ＳＤＧｓ）

相互連携

出席

出席

監査役

委員長：専務取締役（代表取締役）
副委員長：本部各部室を担当する役付取締役

および 役付執行役員

委員 ：本部各部室長

事務局：経営企画部

資料編3．コーポレートガバナンス

取締役 ８名 うち 独立社外取締役

３名

女性取締役

３名

独立社外監査役

２名

女性監査役

１名



資料編4．預金・譲渡性預金（主体・エリア別）
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21,438 22,013 21,316 23,312 
26,937 27,271 

44,304 45,759 47,586 
50,119 

53,330 55,449 

9,147 
9,392 9,066 

7,819 

7,608 
6,384 

17上 18上 19上 20上 21上 22上

（億円）
主体別 預金・譲渡性預金（平残）

57,065 58,673 60,173
64,924

71,105 73,415

7,410
7,934

8,530

8,437

9,273
9,492

3,277
3,457

3,688

3,968

4,356
4,592

7,136
7,100

5,576

3,920

3,140
1,602

17上 18上 19上 20上 21上 22上

（億円）エリア別 預金・譲渡性預金（平残）

２０２２年度上期実績 （前年同期比）
法人＋333億円、個人＋2,118億円、公金他△1,224億円

81,250

74,890
77,165

81,250

74,890
77,16577,970 77,970

87,877 87,877

預金・譲渡性預金平残の推移

法人

個人

公金他

京都

大阪・兵庫

滋賀・奈良

東京・愛知

89,104

２０２２年度上期実績 （前年同期比）
京都＋2,309億円、大阪・兵庫＋218億円、
滋賀・奈良＋236億円、東京・愛知△1,538億円

89,104



資料編5．貸出金（主体・エリア別）

32

27,909 29,038 29,801
33,157 33,761 33,850

9,872
10,725 11,043

11,455 12,111 12,7124,291
4,684

4,967

5,213
5,451 5,681

7,551

8,502
8,891

9,945 9,511
9,415

17上 18上 19上 20上 21上 22上

エリア別 貸出金（平残）

２０２２年度上期実績 （前年同期比）
法人＋712億円、個人＋42億円、公共＋69億円

29,688 31,667 32,466 
37,191 38,209 38,922 

14,607 
15,385 

16,012 

16,297 
16,443 16,486 5,328 

5,898 
6,225 

6,282 
6,181 6,250 

17上 18上 19上 20上 21上 22上

主体別 貸出金（平残）

59,772

49,624

52,951

59,772

49,624

52,951
54,703 54,703

60,835 60,835

貸出金平残の推移

法人

個人

公共

京都

大阪・兵庫

滋賀・奈良

東京・愛知

（億円）

61,659

２０２２年度上期実績 （前年同期比）
京都＋88億円、大阪・兵庫＋601億円、
滋賀・奈良＋229億円、東京・愛知△95億円

61,659

（億円）



5,546 4,999 3,786 3,756 4,269 4,930

7,407

5,754
5,805

6,5336,888
6,2845,592 6,612

6,5007,1266,525 6,771

1,945 1,810 1,762 1,707
1,734 1,720

1,625
6901,5091,5701,661

1,170

129 139 238

124
124149

1,897 1,5511,631

1,9591,797 1,640

 18/3  19/3  20/3  21/3  22/3  22/9

（億円）

資料編6．有価証券投資の状況
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4.3
4.0

5.0
5.4

5.9 5.8

7.1

2.4 2.5

3.5

5.4

4.3 

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 22/9

（年）

＜参考＞評価損益変動幅

●円金利が1％上昇した場合の評価損益変動幅
△ 942億円

●日経平均が1,000円下落した場合の
株式等評価損益変動幅

△ 357億円

〈注〉時系列比較のため、上記数値は評価損益を除いております。

23,206
22,096

23,298 22,863

有価証券残高の推移 ２０２２年９月末の有価証券評価損益

債券平均残存期間の推移

21,609

（億円）

内訳 評価損益

国債 △ 134

地方債 △ 59

社債 △ 39

株式 7,931

外債 △ 56

その他 △ 75

合計 7,566

外債

円債

投信・その他

円建外債

外貨建外債

株式

社債

地方債

国債

22,307



資料編7．役務取引等利益
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43.9 46.7 
41.5 

35.7 

56.0 59.6 

17上 18上 19上 20上 21上 22上

（億円）

16.5 17.0 17.6 17.4 19.7 20.1

22.1 22.2 22.3 21.4 21.6 17.3

6.0 5.9 5.8 4.8
4.7

4.9

7.8 7.8 8.0
8.0

8.2
8.5

20.5 21.9 18.5
15.2

24.4
25.7

8.6 
10.4

9.9 

8.9 

15.2 17.5 81.7
85.4

82.2

75.9

94.0 94.1 

17上 18上 19上 20上 21上 22上

（億円）
（銀行単体＋京銀証券収益）

（※１）法人ぐるみ取引：Ｍ＆Ａ、シローン、ビジネスマッチング、私募債、外為関連等

（※２）預かり資産・信託関連：投資信託、保険、個人向け国債、金融商品仲介、京銀証券収益、信託関連

役務取引等利益の推移

役務取引等収益の内訳

その他

内国為替

ATM関係

口座振替

預かり資産・
信託関連（※2）

法人ぐるみ
取引（※1）



資料編8．統合リスク管理
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1,030

4,455

411

0

0

632

1,120

90

58

130

130

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

7,931

2,429

0

3,000

6,000

9,000

消費性与信の信用リスク量
保有期間１年 信頼係数99％

銀行勘定の金利リスク（２０２２年９月末）

Δ ＥＶＥ 自己資本 Δ ＥＶＥ／自己資本

８０億円 ４，５２６億円 １．８％

リスク量
（２０２２年９月末基準）

（億円）

配賦原資※

バッファー ２，０８５億円

市場リスクVaR
(除く政策投資株式)

：バンキング
保有期間６か月
信頼係数99％

：トレーディング
保有期間１０日
信頼係数99％

（政策投資株式修正ＶａＲ＝政策投資株式ＶａＲ－評価損益）

（億円）
(２０２２年９月末）

コ ア 資 本
（配賦原資）

未利用リスク資本
１，１３９億円

資本配賦額
（２０２２年度上期）

政策投資株式修正VaR
保有期間６か月 信頼係数99％

事業性与信の信用リスク量
保有期間１年 信頼係数99％

2,３７０億円

オペレーショナルリスク
（粗利益配分手法）

政策投資株式
評価損益

政策投資株式
VaR

【統合リスク量の状況】

●２０２２年度上期の資本配賦額は２，３７０億円、２０２２年９月末の統合リスク量は
１，２３１億円

【銀行勘定の金利リスク（ＩＲＲＢＢ）】

●２０２２年９月末のΔＥＶＥ（金利ショックに対する経済的価値の減少額）は８０億円、

自己資本に対する比率は１．８％

1,２３１億円

・市場リスク、信用リスク
（配賦額超過時等臨時

突発的な事態に使用）
・計測できないリスク
・新規業務に対するリスク
・戦略リスク等

※２０２２年度上期計画策定時点
における２０２２年９月末予想値

自己資本に対するΔＥＶＥの比率は２０％以内となっている

統合リスク量の状況（２０２２年９月末）



資料編９．グループ会社の状況

36

連結子会社・関連会社

連結損益

＜子会社＞ 業務内容

烏丸商事（株）
不動産管理・賃貸業務、当行役職員への商品等斡旋業務、
ECモールの運営

京都信用保証サービス（株） 信用保証業務

京銀リース・キャピタル（株） リース業務、投資業務

京都クレジットサービス（株） クレジットカード業務（DC）

京銀カードサービス（株） クレジットカード業務（JCB、ダイナース）

（株）京都総合経済研究所 経済調査・研究業務、経営相談業務

京銀証券（株） 証券業務

＜関連会社＞

スカイオーシャン・アセットマネジメント（株） 投資運用業務

（単位：億円）

＜連結＞
22年度中間

＜銀行単体＞
22年度中間

連結子会社等
の利益反映分

連結粗利益 494 467 26

連結経常利益 222 207 14

親会社株主に帰属する中間純利益 159 150 8



本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれております。

こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、

リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより現時点での予想・計画と

異なる可能性があることにご留意ください。

［照会先］

株式会社 京都銀行 経営企画部

電話：０７５－３６１－２２９２

ＦＡＸ：０７５－３６１－４５８１

https://www.kyotobank.co.jp/


